
議案第 ９ 号  

 

令和 ５ 年度  日立市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和 ５ 年度 日立市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 174,592千円を減額し、歳入歳出予算

の総額を歳入歳出それぞれ 84,948,934千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第３条 繰越明許費の追加、変更は、「第３表 繰越明許費補正」による。 

 （債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第５条 地方債の追加、変更は、「第５表 地方債補正」による。 

 

 

令和 ６ 年 ３ 月 ６ 日提出 

 

日立市長  小 川 春 樹
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第２表　継続費補正

　変　更

８．土木費 　市道３５０９号線改築事業

款 項 事 業 名

２．道路橋梁費

-8-



（単位　千円）

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

672,570 令和５年度 5,300 672,570 令和５年度 5,300

令和６年度 295,740 令和６年度 149,460

令和７年度 80,984 令和７年度 99,322

令和８年度 169,706 令和８年度 165,678

令和９年度 120,840 令和９年度 252,810

補 正 前 補 正 後
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第３表　繰越明許費補正

　追　加

７. 商工費

８. 土木費 ２．道路橋梁費

款 項

２．総務費 １．総務管理費

３．戸籍住民基本台帳費

３．民生費 ２．老人福祉費

３．児童福祉費

４．衛生費 １．保健衛生費

６．農林水産業費 ３．水産業費

１．商工費

-10-



（単位　千円）

　損害賠償請求事件和解金 6,000

　本庁舎駐車場整備事業 72,313

　交流センター施設整備事業 35,167

　戸籍情報システム等改修事業 7,887

　地域密着型サービス施設等の民間施設整備費補助事業 97,404

　児童クラブ安全対策設備等支援事業 900

　新型コロナウイルスワクチン接種事業 7,380

　漁港整備事業 6,617

　商店街活性化事業 6,540

　市道３号線改良事業 72,320

　公共工事建設発生土ストックヤード整備事業 10,002

　市道３１６３号線改良事業 49,210

　市道２５８７号線改良事業 35,686

　市道２５６０号線改良事業 29,861

　市道２６８号線改良事業 41,368

　狭あい道路整備等促進事業 89,068

　市道３２８２号線改良事業 15,267

　中所沢川尻線改築事業 112,897

　市道３５０９号線改築事業 51,562

　金沢町地内道路整備事業 154,424

　鮎川・城南道路整備事業 379,670

　大沼・河原子道路整備事業 9,790

　市道２００４号線改良事業 21,419

　橋梁長寿命化事業 183,043

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額
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４．港湾費

５．都市計画費

９．消防費

２．小学校費

６．保健体育費

13．災害復旧費 １．災害対策費

３．衛生施設災害復旧費

４．農林水産施設災害復旧費

６．土木施設災害復旧費

款 項

（８．土木費） ３．河川費

７．住宅費

８．交通安全対策費

１．消防費

10．教育費

３．中学校費
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（単位　千円）

　河川・排水路改修事業 67,965

　急傾斜地崩壊対策事業負担金 5,000

　緊急しゅんせつ推進事業 27,467

　調整池機能管理事業 9,564

　日立港区整備事業 13,200

　幹線道路整備検討事業 541

　新交通導入事業 29,040

　都市公園等整備事業 46,800

　小木津山自然公園拡張整備事業 77,100

　諏訪台土地区画整理事業 7,700

　公営住宅計画修繕事業 106,513

　駅周辺バリアフリー事業 38,970

　消防施設整備事業 27,137

　小学校施設整備事業 146,883

　中学校施設整備事業 45,364

  スポーツ広場等施設整備事業 31,743

　運動公園野球場再整備事業 6,093

　中小企業等災害復旧支援対策経費 81,500

　東平霊園災害復旧事業 21,872

　清掃センター災害復旧事業 2,739

　農業施設災害復旧事業 136,297

　林道災害復旧事業 128,031

　道路災害復旧事業 537,568

　河川・排水路災害復旧事業 440,591

　治水対策事業 51,000

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額
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（13．災害復旧費） （６．土木施設災害復旧費）

７．教育施設災害復旧費

　変　更

款 事　　　業　　　名

８．土木費 ５．都市計画費 　常陸多賀駅周辺地区整備事業

第４表　債務負担行為補正

　追　加

項

款 項

事　　　　　　　　　　　項

　女性のヘルスケア地域医療学寄附研究部門事業
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（単位　千円）

　都市公園等災害復旧事業 135,648

　小学校災害復旧事業 95,581

　中学校災害復旧事業 19,422

　社会体育施設災害復旧事業 68,453

（単位　千円）

補　正　前　の　金　額 補　正　後　の　金　額

106,865 126,960

事　　　　　業　　　　　名 金　　　額

（単位　千円）

限　　　度　　　額

200,000

期　　　　　　　　間

令和10年度まで
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第５表　地方債補正

　追　加

限 度 額

　変　更

起 債 の 目 的

県営土地改良事業負担金

海水浴場施設整備事業費

道路再生事業費

道路新設改良事業費

中所沢川尻線改築事業費

市道３５０９号線改築事業費

金沢町地内道路整備事業費

鮎川・城南道路整備事業費

大沼・河原子道路整備事業費

市道２００４号線改良事業費

橋梁長寿命化事業費

急傾斜地崩壊対策事業負担金

常陸多賀駅周辺地区整備事業費

中学校施設整備事業費

小木津山自然公園拡張整備事業費

用途廃止事業費

運動公園野球場再整備事業費

臨時財政対策債

公営住宅計画修繕事業費

駅周辺バリアフリー事業費

小学校施設整備事業費

起 債 の 目 的

港湾修築事業負担金 13,200 
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（単位　千円）

起 債 の 方 法

（単位　千円）

12,100 22,000

3,500 123,500

3,500 24,900

622,600 117,600

500,000 425,561

補　正　前　限　度　額 補　正　後　限　度　額

23,400 28,700

33,600 11,800

43,900 32,500

217,300 165,700

104,800 91,500

46,300 44,300

95,100 96,300

179,800 176,700

8,100 4,000

53,700 34,100

51,800 70,600

2,700 10,700

42,400 36,800

49,500 34,600

23,000 22,500

120,400 189,100

５．０％以内（ただし、利率見
直し方式で借り入れる政府資金
及び地方公共団体金融機構資金
について、利率見直しを行った
後においては、当該見直し後の
利率）

据置期間満了後30年以内に償還する。
ただし、市財政の都合により、据置期
間及び償還期間を短縮し、もしくは繰
上償還又は低利に借換えすることがで
きる。

利 率 償 還 の 方 法

証書借入又
は証券発行
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